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韓国における消費者金融の現況
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HK 相互貯蓄銀行

韓国経済の 見通 し

　本稿では韓国の経済 の 2006 年下 半期の見通

しを中心に 紹介 し 、韓国の 消費者金融産業の現

況につ いて 説明 し てい きたい 。

　韓国 経済は 、2005 年 の 第 1四 半期 を底 に

2006年の 上半期まで早い ピ ッ チ で 立ち直 っ て

きた 。 消費、投資な ど 、内需が予想より早い ピ

ッ チ で 回 復 し た こ と が 原 動力 と な っ た が 、

2006年下半期 よ り成 長モ メン タム が弱 まる 恐

れがある 。 理由は 、ウォ ン高が進行 したことと

並んで 、原油価格 も高止 まりとな り、韓国経済

を 脅 か す リス ク 要 因 とな っ た た め で あ る 。

2006 年の経済成長率 は年初の見通 しよ り低 い

水準ではあ るが 、4，8％の伸 びが見込 まれて お

り、消費は年閻4．3％と前年の 3．2％と比べ て大

きく増 加したもの の 、当初 目指した 4．9％には

及ばない もの と見られて い る 。 ウ ォ ン高に よる

プラ ス 要因にもかかわ らず、原油価格の 上昇に

よる購買力の 弱化がよ り響い て い る た め であ

る 。 設備投資は年間6ワ％の伸 びが予想され て

い るが 、最 近、建設部門の投資が落ち込んだこ

とで年初 に期待した7％の伸 びよ りは低い水準

に留 まるものと思われる 。 2006年下 半期の 経

済成長率は 、4．O％になる見込 みで 、年問 ベ ー

ス で は 4．8％の成長 が期待で きる と思 われ る 。

セクター
別の収支を見る と 、内需は消費、設備

投資 ともに鈍化傾向にある と見 られて い る 。 消

費の増加率は上半期4．6％から4．0％に 、設備投

資の増加率は 7．3か ら6．1％ にそれぞれ下 落する

ものと思われる 。 下半期の輸出は IT産業の回復

で前年同期 に比 べ て7．1％増加す る見込 みで あ

る 。 輸入 も原 油価格の上昇 で 「1．4％の大 幅な

増加が予想され てい る 。 輸入の増加と、サービ

ス 収支の悪化のため下半期の経 常収支はわずか

10億 ドル の 黒字 に留 まる見 通 しであ る 。 物価

は石 油価格の 上昇に もか か わ らずウ ォ ン高のお

かげで 、2％台に安定する もの と思われる 。 消

費者物価 を見る と 、上半期の 2．5％増か ら下半

期の 3．1％増 とな り、年間として は28 ％の 伸び

を示す見通 しで ある 。 失業率も3．5％台で 大き

な変動がな く、落 ち着 い た動 きになる もの と思

われる 。

　総合的 に まとめる と 、2006 年の下半期韓国

経済の行方は安定 した動 きの中で 、原油価格と

為替レ
ー

トがどのく らい動く かによ っ て決定さ

れる もの と考えられる 。

韓国の消費者金融業の 現況

　次に 韓国の消費者金融業 に つ いて 紹介して い

きたい 。韓国 の 場合 、GDP に 占め る家計信用

の 比率 は58％に達 して お り 、日本 と比 べ て 遥

かに高 い水 準にな っ ている 。 その反面 、消費者

金融が家計信用 に占め る比重 は 2％未満 に過 ぎ

な く 、日本 よ り遥 かに 低い水準を保 っ て いる 。
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韓国における消費者金融の現況

韓国で 日本の消費者金融会 社と似 たような役割

を担 っ て い るのは 、金 利20％水準 のク レジ ッ

ト会社の現金サ
ー

ビス 、金利 20〜30％水準 の

キャ ピタル会社の信用貸出、金利30〜 50％水

準の 貯蓄銀行の個人信用貸出がそれ である 。 消

費者金融会社とほぼ重な っ た顧客層 を対象とし

てい る貯蓄銀行の場合でも 、貸付残高はさほど

大きくな いの が韓国の実情である 。

　消費者金融業 に 関 する 法律の 制定に よ り 、

2003年 1月か ら消費者金融会社の 登録制が導

入され 、2006 年5月末現在 、全国 で 登録され

て い る消費者 金融会社は 1万6，044社 で 、そ の

うち2005年12月末時点で貸付残高が70億ウォ

ン を超え て い る会社 は57社 ある 。 57社 の 資本

金 を見る と 、10億 ウ ォ ン未満 の 会社 が 13社 、

10億 ウ ォ ン以 上 100億 ウ ォ ン 未満 が27社 、

100億 ウ ォ ン以 上200億 ウ ォ ン未満 が7社 、資

本金 200 億 ウ ォ ン 以上 の会社 が fO社 とな っ て

いる 。 会社 が持 っ ている資産規模は 、 100億 ウ

ォ ン 未満 の会社が4社 、 100億ウ ォ ン から 500

億ウ ォ ン 未満の会社が32 社 、500 億 ウ ォ ン 以

上 1
，
000億ウ ォ ン 未満の 会社が9社 、資産規模

が 1，000億ウォ ン を超える大手が12社で ある 。

資産規模が 1，000億ウォ ン を超える 大手の うち

5社は英米系の 金融会社が出資し て設立された

会社で 、これ らは企業向 け融資 と不 動産担保融

資を主な商品 として事業展開して い る 。 個人向

けの 信用貸出も一
部扱 っ て い る が、1人あた り

の 融資限度額は 1
，
000 万 ウ ォ ン を超え 、大きい

金額を融資し てい る ため 、1人あた りの 限度額

が500万 ウ ォ ン 未満の 日系 と韓国 系の 会社 とは

違 っ てい る 。 先に述べ たように 、英米系の会社

は消費者金融会社 として登録され て はい る が、

ビジネス 内容を考えてみ る と、純粋な意味 での

消費者金融会社 とは分 けて考えた方がよい と思

われる 。

日系消費者金融会社の 韓国へ の進出

　日系消費者金融会社の うち 、最初 に韓国 に進

出 したA＆Oグル
ープ は 、グ ル

ープ の親会社で

あるA＆OInternatlonalが 1998年 に設立された

後 、会社の急速な成 長と とも に次 々に7つ の 子

会 社 を設立し 、2002年 にはA＆○グループと呼

ばれるほど大 きくな っ た 。 積極的な営業拡大政

策 で 、A ＆○グル
ー

プは系列会 社の貸付 残高が

2002 年度末には ↑兆ウ ォ ン を超える という驚

くべ き結果 をおさめた時期もあ っ た 。 しか し 、

短い期閤に貸付残高を急速に増や した結果 、債

権の延滞率が悪化し 、会社は倒産の 危機にたた

さ れた 。 結局 A＆○グ ル
ープ は 2004 年 3月 に

」＆K とい う 日本の 個人投資家グ ル
ープ に売却

さ れ 、さ らにAPLO グ ループへ と 変わ っ た 。

APLO グ ループは 、前身 の会社 が持 っ て いた 多

額 の不良債権 を売却しなが ら、ラッ シ ュ アン ド

ハ ッ シ ュ という新 しいブラン ドを使 っ て現在も

精力的 に営業 を続けてい る 。 2005 年度末現在

APLO グル
ー

プの貸付 残高 は6，
000 億 ウォ ン に

のぼ り 、 韓国金融業界 の トッ プとな っ ている 。

　 2002 年8月に 韓国 に進出した三 和 は 、A＆○

グ ル
ープ とは異な り、1年程の 現地適応期間を

経て 、 韓国の 不正カー ド問題がある 程度収ま っ

た 2004 年か ら積極的に営業を展開し 、2005 年

度末で2，500億ウ ォ ン の 貸付残高 を達成 し て 、

APLO グル
ー

プとともに韓国の消費者金融市場

をほぼ二 分して いる 。 その他 、日系会社として

はス タ
ー

ク レ ジ ッ ト、ユ
ー

ア イ 、ハ
ー

トキ ャ ッ

シング 、ア ッ トキ ャ ッ シ ング とい っ た在日韓国

人が設立し た会社な どが 100億ウ ォ ン か ら500

億ウ ォ ン台の 貸付残高をも っ て市場に参加して

い る 。 その 他 、主 な消費者金融会社は 、外資系

プライベー ト ・エ クイテ ィ が大株主で あ る リ
ー

ドコ
ー
プが2005 年度末時点で約250 億 ウ ォ ン

の 貸付残高をも っ て営業 して い る 。

韓 国の 消費者金融会社 の業績

　次に韓国消費者金融会社の業績に つ い て紹介

い きたい 。 2000 年よ り積極的な営業で消費者

金 融市場 を リー ドして きたA＆0グ ループの場
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合、2003 年 まで累積された純利益が 1，000 億

ウ ォ ン を超える実績をみ せ たが 、2004 年に は

逆に 1
，
000 億ウ ォ ン の 損失を記録し 、倒産の 危

機に 追い 込まれた 。 そ の反面 2002年に進 出 し

た三 和の 場合は2003年 70 億ウ ォ ン 、2004年

220億 ウ ォ ン の利益 を収 めるな ど安定 した営業

ぶりをみせて いる。

　2005年に入 っ て 、韓国の消費者金融業界は 、

大手会社を中心とし爆発的な利益の増加 を示 し

てお り、三和の場合は700 億 ウ ォン を超える利

益 を達 成 した 。 さ らにこの ような トレン ドは

2006 年 には よ り拡大 するもの と考え られて い

る 。 2005 年の主な消費者金融会社の業績を紹

介すると、三 和は 2，400 億ウ ォ ン の貸付残高で

716 億ウ ォ ン の 利益、APLO グル
ープは 5，600

億ウ ォ ンの貸付残高で460億ウ ォ ン の利益 、ス

タ
ーク レ ジ ッ トは 430 億 ウ ォ ン の 貸付残高で

137億ウ ォ ンの 利益をそれ ぞれ 出して い る 。

韓国の消費者金融業の 経営環境

　続いて 韓国の消費者金融業界の経 営環境 に関

して 説 明 した い 。 韓 国 の消費 者 金 融 産 業 は

2004年下半期 か ら延滞率 が急速 に下落 し始 め

た ことで 、経営環境 は急速 に改善 している 。 消

費者金融業界 をめ ぐる経営環境は昨年と変わ ら

ない状況 で 、韓国の消費者金融業界 の延滞率 は

5％に留 ま っ てい る 。

　韓国の消費者金融産業の延滞率が改善され た

主 な 原 因とし て 次の ような こ とがあ げ られ る 。

第 1に 、サ
ービスの 向 上による 債務不履行 リス

クの減少があげ られる 。 2001年か ら多重債 務

者など不良債権が急速 に増加 し 、ク レジ ッ ト会

社 を中心 に金融機 関が債務不履行の ために信用

を落 としたとして登録 した人は 、 2004 年度末

時点で 360万人を上回 っ た 。 銀 行に比べ て個人

信用情報が整備されて いな か っ たためで 、消費

者金融会社は信用情報を整備し 、これ に より不

良の借り手の 債務不 履行の リ ス ク を減 らすこ と

がで きる ように な っ た 。

2006年　消費者金融サ
ービス研究学会年報

　第2に 、個人信用サービス 、ク レジ ッ トビ ュ

ーロ ー
の 登場があげ られる 。 2002 年と 2003 年

にかけて 韓国信用情 報株 式会社 と韓国信用評価

株式会社 が個人信用情報 サー ビス を提供しは じ

めたこ とで 、消費者金融業 界でも 2004 年 より

本格的に活用 しは じめるこ とにな っ た 。

　第3には 、インターネ ッ トチ ャネルの活性化

があ げられる 。 過去 に無料で配布された生活情

報誌やエ
ージ ェ ン トを通 じて 消費者金融会社に

接触していた消費者がイン タ
ーネ ッ トを通じて

の接触へ と急速に変わ っ て きた 。 第4は顧客の

変化で ある 。 消費者金融法に よ り上限金 利が

66％と制限 されたこ とで 、消費者金融に対す

る 認識が 高利貸の イ メ
ージか ら変わ りつ つ あ

り、急に小ロ融資を必要とする 消費者 が新たな

顧客として登場した 。

　 最後 に消費者金融会社の 変化 として 、日系金

融会社 を中心 に 、高利貸の イ メージをで きるだ

け払拭するために 、例 えば借 り手の経済状況 を

十分に調 べ たうえで返済能力 を超える貸付 をし

て はい けな いな ど 、借 り手 を保護するためのい

ろい ろな営業政策 を行 っ ている 。 さ らに業界 の

イ メ
ージを改善 するた め にケ

ー
ブル TV コ マ

ー

シ ャルを活発に行 うな ど 、

一
般の 消費者を対象

とした営業も展開 され てきてい る 。

消費者金融利用者の ブ ロフ ァ イ ル

　続い て金融監督委員会の 消費者金融利用者 に

対する調 査結 果をもとに 、韓国の 消費者 金融業

利用者 の プロ フ ァ イル を紹介 した い 。 この調 査

は2005 年2月に行 われ たもの で 、詳 しい 結 果

は次のとお りで ある 。

　まず利 用者の年 を見 ると、30代が39 ％ 、20

代33 ％ 、40代 21 ％とな っ て い る 。 2002 年に

比べ て 、20代以下が 5％増加 して お り 、性別 を

見る と 、男性が55 ％ 、女性が45 ％とな っ て い

る 。 利用者 の 職業は会社 員 が46％ 、自営業者

が23％ 、主婦 が 10％で 、以前 よ り会社員の 比

率 が 11％ほ ど増 加 して い る 。 学歴 は大 学卒業
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以 上が46％、高校卒業が46 ％と、大学卒業以

上 が 16％増加 し て い る 。 借 り入れ た金の 使い

方 を調 べ て みた とこ ろ 、生 活資金 が21％ 、ビ

ジ ネス 資金が 11％ 、金融機 関の債務返済3％ 、

ク レジ ッ トカー ドの 債務返済が3％とな っ て い

る 。 融資 金額 は 1人あた り750万 ウ ォ ン 、利用

会 社の数は平 均2．7社 で あ っ た。 1社 だけ を利

用 して いる人 は全 体の 33％だ っ た 。 どの よう

な方法で 消費者金融会社 に接触 したのかを調べ

てみる と、生活情 報誌 が40％ 、イン タ
ー

ネ ッ

トが25 ％ 、知 り合 い の紹介が 15％ 、日刊紙が

10％ 、そ の他チ ラシ 10％ とな っ ている 。 会社

を選ぶとき利用者はどうい っ たことを重視して

い るの か を調べたところ 、金利 、手続きの 早さ 、

融資の金額の順番であ っ た 。

韓国の消費者金融業の変化 （チ ャ ネルおよび審査）

　韓国の消費者 金融産業は 、最近つ とに大きな

変化を見せ て いる 。 2〜3年前まで の 消費者金

融会社の マ
ーケテ ィ ング ・

チ ャ ン ネル は 、生活

情報誌と 日刊新聞の広告 、工 一ジ ェ ン トを通 じ

た営業に留 ま っ て い た 。 ところが 、売 り上 げの

拡大や大 きな利益の獲得 に伴い 、消費者金融会

社のマ
ーケティ ング ・チャ ン ネルは 、イン ター

ネ ッ ト広告 、 ケ
ー

ブル TV で の広告 、
一

般 T＞で

の広告まで広が っ ている 。 特にこれ らの放送広

告に トッ プタレン トな どをモ デルに し 、業界の

イメ
ージを改善し ようとする 動きが目立 っ てい

る 。

　韓国 の消費者 金融市場におけ る最も重要な変

化は 、消費者が消費者金融会社に接触 する チャ

ネルの変化 で ある 。 数年前か ら
一

部の消費者金

融機関に よ っ て導入 され たイ ン タ
ー

ネ ッ ト上 の

貸出は 、若者中心に人気を集め て お り、最近韓

国の 消費者金融市場 では半分以上の 貸出がイン

タ
ー

ネ ッ トを通じ て 行わ れ て い る 。 わ ざわ ざ支

店に足を運ぶ必要 もな く 、ボタン を押 すと貸出

審査がで きる方式が若者 に好 まれて い ると思わ

れる 。

窃
’

　工
一ジ ェ ン トによる貸出は 、

一
時的に貸付債

権の 延滞率が悪化す る ととも に減少 して い た

が 、信用情報機関の本格的な始動後 、活気を取

り戻して い る 。 現在大手消費者金融会社の 場合 、

自己営業の みな らずエ
ージ ェ ン ト営業も生かし

て お り 、エ ージ ェ ン ト営業 の 割合は 20％か ら

30％ にな っ て い る 。 マ
ーケ テ ィ ン グ ・チ ャ ン

ネル面 で大手会社 と競争で きない 中小 、零細業

者の場合は 、工 一ジ ェ ン ト営業の比 重が非常に

高 く 、70％〜80％とな っ て いる のが現状 で あ

る 。

　イン タ
ー

ネ ッ トチ ャネル とエ ージ ェ ン ト営業

が活性化されている韓国消費者 金融 産業の特徴

の 1つ は 、営 業支店の数がさほど多 くないこ と

である 。 大手の場合でも営業支店のネッ トワ
ー

クは首都圏および全国の 主要都市を中心として

30 ヶ 所く らい がほ とん どであ り 、支店に はお

よそ 10名前後の 社員が審査や管理 業務を担当

し て い る 。 大手の 中には金融会社の ATM を通

じて 貸出限度内で ATM を利用 し て い つ で も金

の 引 き出 しがで きる サービス を提供 し てい る会

社が増えて いる 。

　次に韓国消費者金融業の 審査制度 につ い て説

明 する 。 韓 国金融会社 の貸 出審査は ここ2〜3

年で 大 きな発展 を遂 げて きて いる 。 APLO の前

身 であ る A＆0の場 合 、かつ て積極 的 に営 業を

推し進め た際には 、借り手の身元が確認で きれ

ば金を貸していたが 、不正カ
ー

ドの 問題がおき

てか ら、ほ とん どの 消費者金融会社は貸付を縮

小する とともに 、保守的な審査基準を適用 しは

じめた 。 しかし審査の 基準 とな るも のは 、借 り

手が信用不良者 で あるか どうか 、勤 め先や在職

期間な どに 限 られ てい たが 、2004 年 から本格

的に活動を始め た信用情報機関のお かげで相手

の 個入信用情報を詳 しくチ ェ ッ クする こ とがで

きる ようにな っ たこ とを機に 、本格的な審査基

準が設けられた。最近 、大手は審査基準として 、

先にも述べ た基準に住居の状態 とそ こ に住んで

いる期間な どを加えたもの 、会社の要求に応じ
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て顧客が提供した様々な情報の確認 を行 っ てい

る 。

　長 い歴史をも っ てい る 日本 の消費者金融産業

と比べて 、韓国の会社の 審査基準とク レ ジ ッ ト

情報は まだ 改善すべ きも の が多い と思 われ る

が、最近韓国消費者金融業界 の延滞率が5％に

下落し てい る こ とを考える と、今始ま っ たばか

りの信用情報機関が韓国 にもし っ か り定着しつ

つ ある もの と思われる 。

韓国の 消費者金融業界の課題

　最 後 に韓国 の 消費者 金 融業 界の 課題 につ い

て 、説明させて いただ きたい 。

　先に述べ たように 、韓国の消費者金融産業は

近年第3金融産業 として定着 し始め て い る が 、

まだ改善すべ きいくつ かの点をも っ ているのも

事実 であ る 。 あ る程度改善の可能性は減 っ てき

ている と思うが 、 未だに 韓国の消費者金融産業

は高利貸というイ メ
ージから完全に脱しき っ て

いな い の が実情である 。 従 っ て消費者金融業界

に おいて は 、法律に よる 正 しい営業 、他の 金融

機関との 提携によるサ
ービス の改善 、社会へ の

貢献な どを通じたイメ
ージの改善をは か り 、準

制度圏の 金融機関として の位置づけを目指して

い くことが必要だ と考え られる 。

　韓国の 消費者金融会社は 、日系の 会社 を除 け

ばほとんどが小規模で 零細な会社 で あ り、業界

が引き続き発展 するため に は 、よ り多くの 会社

が規模の 経済を生か して 厳しい経営環境で も生

き残られ る よう、安定した営業基盤を築く こ と

が必要で あろ う。

　また 、韓国の 消費者金融会社は イン タ
ー

ネ ッ

トを利用し て 、消費者金融会社の ア クセサ ビ リ

テ ィ の向上と手続 き時閤の短縮な どの サービス

改善 を図 っ ているが 、銀行と他の金融機関 との

業務提携を通 じて ATM サ
ービス の 提携な ど顧

客の便宜をはかるための コ ア サービスの 改善が

必要 と思われる 。

　韓国の消 費者金融会社が直面 している
一

番重

2006年 消費爺 剛 7ζス 鷲 撃 解 鼠 、
　　　　　　　　　　　　　　 裁

要な課題に 資金調達問題がある 。 消費者金融会

社の 資金調達の 窓 D は、日系消費者金融会社が

韓国へ 進出しはじ め た 1998年か ら 、自己資本

と外部か らの 借入れ とい う 、2つ の ル
ー トに依

存して きた 。 外部か らの借 入先は事業を始める

際には 、個人と大株主 に限 られて いた 。 貸付残

高が増加して くる と同時に貯蓄銀行が 、資金調

達 の 重 要な 窓 ロ とな っ た 。 貸出金 利の 上 限を

66％に制限す る 法律 が制定 され る前に貸 付残

高をで きるだ け増や したい と思 っ て い た韓国の

消 費者 金融会社 は 、法律の 施行 1年前 か ら積極

的 に営業 を展開 した 。 消費者金 融会社の 中で 当

時業界 トッ プにた っ てい たAPLO グル ープは 、

最 も大 きく貸付残高 を伸ば した会社だ っ た 。 急

速な貸付残高の増加は 、貸 付債権 の悪化 をもた

らし 、2002 年に入る と消 費者金融会社 の延滞

率 が急 に悪 くな り、結局消 費者 金融会社に資金

を融資 して いた貯蓄銀 行を中心とする金融機関

は 、 金利を引き上げるこ とにな っ た 。 最近では

消費者金融会社の業績が伸び、大手消費者金融

会社は また融資がで きる ように な っ た とはい

え、中小に対しては現在の 金融機関の立場は慎

重 である 。

　消費者金融会社の 中で リー ドコ ープの み が上

場して いる が、同社の 場合は親会社がすで に上

場 して お り、それが消費者 金融業界に進出 した

ケース で あ る 。 現在韓国の 消費者金融会社の 状

況 か ら判断する と、当分の 問消費者金融会社が

株式公開 して 資金 を調 達するまで には まだ時間

がか かる だろ う 。

韓国の 現況

　消費者金融会社は 、資本の再発行 を通じて 資

金調達する ことは認め られて い るが 、公募型の

事業債の発行は認 め られて いな い 。 事業債の貸

出債権を担保として発行され る もの で 、発行会

社の 取引だ けで発 行で きる 純粋 な事業債は まだ

発行されたケー
ス がな い 。 韓 国の消費者金融産

業は優良な借 り手 に対 して貸 出金利 を引き下 げ

　　　　　　　　　鑾 攤
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韓国における消費者金融の現況

な がら 、

一
般庶民 に近いうちに生活資金を貸 す

窓ロの 役割を果たすため に は 、政府 と監督機 関

がも っ と前向 きに 制度の 改善 を急ぐ必要があ

る 。

　さ らに会計制度の 問題がある 。 現在韓国の会

計制度による と、消費者金融業の 貸倒れに対す

る償却は
一
般会社と同じ く売上債権の 2％が限

度にな っ て お り、2％を超える 償却は税金がか

からな い損金として の 処理 がで きない 。 消費者

金融会社の 立場ではこ れもで きる だけ早く改善

される べ き問題 とな っ てい る 。

　また 、こ れまで地方政府が担当 して い た消費

者金融会社の監督権を金融監督委員会に移管し

ようとする動 きが見 られる 。 結論に至 る まで は

まだ時間がかかる と思われ るが、も し金融監 督

を強化し、金融監督委員会がそう した金融機関

の監督業務を担当するこ とになる と 、様々な 制

度改善の 問題は 、もう少し早い ペー
ス で進め ら

れる だろ う 。

　最後に 、韓国の 消費者金融産業は 、こ れか ら

本格 的な成長期に入 っ て い くもの と見 られ る 。

い くつ か の 問題は残 っ て い る が 、今後2〜3年

の 閤に現在問題 にな っ て い る制度が改善され る

と 、韓国の 消費者金融 産業 はも っ と魅力的な市

場として発展 して い くだろ う 。 長 い歴史の 中で 、

苦労 して 日本の 消費者金融産業 を成長させて き

た日本経済の貴重な経験は 、今始 ま っ たばか り

の韓国の消費者金融業界 に非常に役に立つ であ

ろう 。

＊本稿は 2006 年 10月8日に行わ れ た 、第7回全

　国大会で の講演を要約 したもの で ある 。
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